
起
債
状
況

06

基
金

05

基 金05

※令和 5 年 4 月 1 日 見込

合　　　　計

起 債 名 残金（千円）※ 備　　　　　考

起債状況 起債とは村の借金の状況になります。06

基金とは村の貯金にあたるものです。

一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金

定額運用基金

基　　金　　名 備　　　　　考

特別会計基金

3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

基　　金　　名 備　　　　　考3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金総額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

基　　金　　名 備　　　　　考3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

総　　　額

基　　金　　名 備　　　　　考

※ 令和４年度決算前の見込額になります。

3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

財政

発行年月日 / 令和5年４月　　
発行者 / 利島村役場 総務課　　〒100-0301　東京都利島村248番地　　TEL ： 04992-9-0012

東京都利島村
令和５年４月

令和５年度予算書版

ひと目で分かる

利島村の

TOSHIMAMURA

老朽化した庁舎建設の為の基金
森林環境整備を行う為の基金
住宅を建設する為の基金
婚活の為の基金

予算の歳入不足を補う為の基金
村の借金返済の為の基金
特定の目的に使用する為の基金

財政調整基金 263,474 621,608
減債基金 30,327 118,900

293,801 1,073,011

特定目的基金 0 332,503
庁舎建設基金
森林環境譲与税基金
住宅建設基金
利島村出会いと交流応援基金

内
　
　
訳

0
0
0
0

293,244
2,152

35,107
2,000

914,244 59,178 30,016

149,222 0 5

1,375,206 59,178 50,784

311,740 0 20,763

273,225

1,408

35,107

2,000

0

0

0

0

20,019

744

0

0

定額運用基金
土地開発基金
奨学資金貸付基金
災害復旧資金貸付基金
公共的経済団体経営安定化資金貸付基金

内
　
　
訳

0
0
0
0
0

100,623
36,097
32,517
20,261
11,748

定額運用を行っている基金
土地を購入する為の基金
奨学金貸付の為の基金
災害復旧資金貸付の為の基金
事業者経営支援の為の基金

特別会計基金
国民健康保険給付費等財政調整基金
国民健康保険診療所財政調整基金
簡易水道減債等基金
合併浄化槽事業減債等基金
介護保険給付費準備基金

内
　
　
訳

53,860
208

9,558
37,716

4,928
1,450

193,834
85,552
92,321

11
1

15,949

347,661 1,367,468

特別会計基金
国民健康保険料不足を補う為の基金
診療所運営に必要な予算不足を補う為の基金
簡易水道事業の借金返済等の為の基金
合併浄化槽事業の借金返済等の為の基金
介護保険料不足を補う為の基金

村の基金総額（貯金総額）

一般会計

90,882
80,035
62,014

182,066
486

15,578

特別会計
125,603

42,872
599,536

し尿処理施設、焼却施設等を建設する際に起債
防災施設を整備する為の起債
通信設備や水道施設等を建設する際に起債
村の歳入不足を補う為に起債
新型コロナウイルス感染症による村税等の減収を補填する為の起債
村営住宅等を建設する際に起債
簡易水道施設建設・更新等を行う際に起債
下水道事業に係る施設建設等を行う際に起債

一般廃棄物処理事業債
緊急防災・減災事業債
辺地対策事業債
臨時財政対策債
減収補填債
都道府県貸付金
簡易水道事業債
下水道事業債

100,486

36,084

32,517

20,252

11,633

0

0

0

0

0

137

13

0

9

115

235,792

82,064

93,687

37,715

4,928

17,398

0

0

0

0

0

0

11,902

3,696

8,192

12

1

1

1,711,484 59,178 62,823
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会
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一
般
会
計  

歳
出  

02

0201

歳　入　項　目 増 減 備　　　　　考
2,876村　税

0寄附金

-58,374繰入金

0繰越金

-77,309諸収入

441,000村債

403,839計

547交付金

70,638地方交付税

2,188使用料及び手数料

24,380国庫支出金

6,541都支出金

-60,100うち

-8,567財産収入

村税内訳

3,816村民税
-1,159固定資産税

88軽自動車税
131たばこ税
319地方譲与税

地方譲与税
内訳

0地方揮発油譲与税

市町村総合交付金

319

令和４年度

48,715

332,273

1

123,481

20,000

1,598,026

9,197

570

354,965

20,396

24,222

639,854

511,300

21,176

1,600

22,692

22,323

1,853

1,847

2,146

1,086

490

自動車重量譲与税
0

令和５年度
51,591

1,600

273,899

1

45,772

461,000

2,001,865

9,744

425,603

22,584

48,602

646,395

451,200

12,609

26,508
21,164

1,941
1,978
2,465

490
1,405

570森林環境譲与税

一般会計 歳入01 一般会計 歳出02
決算書より

村の年間収入のことです。（年度） 村の年間支出のことです。（年度）

住民税・固定資産税・軽自動車税・たば
こ税の村税歳入額
過去３カ年の決算額を元に予算計上

東京都が徴収した税の一部を市町村に対し
て交付された額
前年度とほぼ同額の見込

当年度、自治体運営を行っていく上で必要最小
限の財源を確保する為に国より交付される額
過去３カ年の決算額を元に計上

村営住宅使用料、保育所使用料や、行政
証明書発行手数料の歳入額
住宅使用料増加の見込

国からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額
教育 DX 関連事業にて補助金増加の見込

村の貯金利子や、職員住宅貸付料などの
村資産貸付の歳入額
前年度のフォークリフト売却分減

国の消費税の課税根拠との整合性を図り、
消費地と課税地を一致させるため「消費に
相当する額」に応じて支払われる税歳入額
前年度とほぼ同額の見込入額

都からの業務委託料や当年度実施事業に対す
る補助金の歳入額  / 市町村総合交付金は、村が実施す
る各種施策に要する経費の財源補完を通じて、市町村の経営
努力の促進、自主性・自立性の向上、地域振興、行政水準の
向上と住民福祉の増進を図る事を目的として交付されます。

ふるさと納税などの利島村への寄附額

基金など村の貯金を取崩した額

前年度からの繰越金額

国や都以外からの補助金や委託金等の額
前年度の再生可能エネルギー関連事業補助分減
当年度村が借金を行った額
焼却施設建設の為に起債を行う為増

（千円） （千円）

（千円）

各会計の予算状況

令和５年度当初予算令和４年度当初予算 前 年 度 比 較 備　　　　　　考

焼却施設建設による増一 般 会 計 1,598,026 2,001,865 403,839

合併処理浄化槽整備工事による増合 併 浄 化 槽 59,673 71,311 11,638

国保負担金の減国 保 事 75,095 71,612 -3,483
歯科ユニット更新による増国 保 直 診 69,296 76,387 7,091
介護システム改修に伴う増介 護 事 49,874 56,825 6,951

後 期 高 齢 6,397 6,386 -11
沈砂池排水管更新工事による増簡 易 水 道 81,617

令和４年度当初予算款 項

17,832

760

1,662

467,746

425,797

21,367

18,054

106

170,042 88,425

歳出目的毎比較

令和５年度当初予算 前 年 度 比 較

17,438

577
41

357,339
315,382

25,675
15,247

417

-394

-183
-1,621

-110,407
-110,415

4,308
-2,807

311

議 会 費

監査委員費

総 務 費
総務管理費
徴税費

選挙費

戸籍住民基本台帳費

171,489

104,872

22,580

44,037

203,446
114,362

28,255
60,829

31,957
9,490
5,675

16,792

民 生 費
社会福祉費
老人福祉費
児童福祉費

266,484

43,976

101,578

120,930

827,440
40,669

678,960
107,811

560,956
-3,307

577,382
-13,119

衛 生 費
保健衛生費

21,750

21,750

25,114
25,114

3,364
3,364

労 働 費
労働費

清掃費
上下水道費

146,089

75,656

42,329

28,104

120,888
56,727
21,983
42,178

-25,201
-18,929
-20,346
14,074

農 林 水 産 業 費
農林業費
林業費

121,583

30,813

90,770

136,097
56,340
79,757

14,514
25,527

-11,013

商 工 費
商工費
離島交通受託事業費

水産業費

139,409

14,413

37,616

77,664

102,536
15,614
37,905
38,177

-36,873
1,201

289
-39,487

土 木 費

29,841 14,031 -15,810消 防 費

土木管理費
道路橋りょう費
住宅費

9,716 10,840 1,124港湾費

144,803

35,169

66,017

2,680

129,867
49,440
40,106

4,681

-14,936
14,271

-25,911
2,001

教 育 費
教育総務費
小学校費
中学校費

24,469 23,704 -765保健体育費
16,468 11,936 -4,532社会教育費

統計調査費

58,000 57,669 -331公 債 費
13,000 10,000 -3,000予 備 費

1,598,026 2,001,865 403,839合 　 　 　 　 計
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歳　入　項　目 増 減 備　　　　　考
2,876村　税

0寄附金

-58,374繰入金

0繰越金

-77,309諸収入

441,000村債

403,839計

547交付金

70,638地方交付税

2,188使用料及び手数料

24,380国庫支出金

6,541都支出金

-60,100うち

-8,567財産収入

村税内訳

3,816村民税
-1,159固定資産税

88軽自動車税
131たばこ税
319地方譲与税

地方譲与税
内訳

0地方揮発油譲与税

市町村総合交付金

319

令和４年度

48,715

332,273

1

123,481

20,000

1,598,026

9,197

570

354,965

20,396

24,222

639,854

511,300

21,176

1,600

22,692

22,323

1,853

1,847

2,146

1,086

490

自動車重量譲与税
0

令和５年度
51,591

1,600

273,899

1

45,772

461,000

2,001,865

9,744

425,603

22,584

48,602

646,395

451,200

12,609

26,508
21,164

1,941
1,978
2,465

490
1,405

570森林環境譲与税

一般会計 歳入01 一般会計 歳出02
決算書より

村の年間収入のことです。（年度） 村の年間支出のことです。（年度）

住民税・固定資産税・軽自動車税・たば
こ税の村税歳入額
過去３カ年の決算額を元に予算計上

東京都が徴収した税の一部を市町村に対し
て交付された額
前年度とほぼ同額の見込

当年度、自治体運営を行っていく上で必要最小
限の財源を確保する為に国より交付される額
過去３カ年の決算額を元に計上

村営住宅使用料、保育所使用料や、行政
証明書発行手数料の歳入額
住宅使用料増加の見込

国からの業務委託料や当年度実施事業に
対する補助金の歳入額
教育 DX 関連事業にて補助金増加の見込

村の貯金利子や、職員住宅貸付料などの
村資産貸付の歳入額
前年度のフォークリフト売却分減

国の消費税の課税根拠との整合性を図り、
消費地と課税地を一致させるため「消費に
相当する額」に応じて支払われる税歳入額
前年度とほぼ同額の見込入額

都からの業務委託料や当年度実施事業に対す
る補助金の歳入額  / 市町村総合交付金は、村が実施す
る各種施策に要する経費の財源補完を通じて、市町村の経営
努力の促進、自主性・自立性の向上、地域振興、行政水準の
向上と住民福祉の増進を図る事を目的として交付されます。

ふるさと納税などの利島村への寄附額

基金など村の貯金を取崩した額

前年度からの繰越金額

国や都以外からの補助金や委託金等の額
前年度の再生可能エネルギー関連事業補助分減
当年度村が借金を行った額
焼却施設建設の為に起債を行う為増

（千円） （千円）

（千円）

各会計の予算状況

令和５年度当初予算令和４年度当初予算 前 年 度 比 較 備　　　　　　考

焼却施設建設による増一 般 会 計 1,598,026 2,001,865 403,839

合併処理浄化槽整備工事による増合 併 浄 化 槽 59,673 71,311 11,638

国保負担金の減国 保 事 75,095 71,612 -3,483
歯科ユニット更新による増国 保 直 診 69,296 76,387 7,091
介護システム改修に伴う増介 護 事 49,874 56,825 6,951

後 期 高 齢 6,397 6,386 -11
沈砂池排水管更新工事による増簡 易 水 道 81,617

令和４年度当初予算款 項

17,832

760

1,662

467,746

425,797

21,367

18,054

106

170,042 88,425

歳出目的毎比較

令和５年度当初予算 前 年 度 比 較

17,438

577
41

357,339
315,382

25,675
15,247

417

-394

-183
-1,621

-110,407
-110,415

4,308
-2,807

311

議 会 費

監査委員費

総 務 費
総務管理費
徴税費

選挙費

戸籍住民基本台帳費

171,489

104,872

22,580

44,037

203,446
114,362

28,255
60,829

31,957
9,490
5,675

16,792

民 生 費
社会福祉費
老人福祉費
児童福祉費

266,484

43,976

101,578

120,930

827,440
40,669

678,960
107,811

560,956
-3,307

577,382
-13,119

衛 生 費
保健衛生費

21,750

21,750

25,114
25,114

3,364
3,364

労 働 費
労働費

清掃費
上下水道費

146,089

75,656

42,329

28,104

120,888
56,727
21,983
42,178

-25,201
-18,929
-20,346
14,074

農 林 水 産 業 費
農林業費
林業費

121,583

30,813

90,770

136,097
56,340
79,757

14,514
25,527

-11,013

商 工 費
商工費
離島交通受託事業費

水産業費

139,409

14,413

37,616

77,664

102,536
15,614
37,905
38,177

-36,873
1,201

289
-39,487

土 木 費

29,841 14,031 -15,810消 防 費

土木管理費
道路橋りょう費
住宅費

9,716 10,840 1,124港湾費

144,803

35,169

66,017

2,680

129,867
49,440
40,106

4,681

-14,936
14,271

-25,911
2,001

教 育 費
教育総務費
小学校費
中学校費

24,469 23,704 -765保健体育費
16,468 11,936 -4,532社会教育費

統計調査費

58,000 57,669 -331公 債 費
13,000 10,000 -3,000予 備 費

1,598,026 2,001,865 403,839合 　 　 　 　 計
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出  

02

0403

02

03

04

旅費・研修旅費に係る費用

10,083議員報酬等 議員報酬等
71,346委員等報酬 会計年度任用職員（パートタイム）、委員報酬

145,396職員報酬 特別職、役場職員、再任用職員の給料
60,330

287,155
その他 退職金、地方共済組合等負担金等

費　　目 予算額

計

備　　　　　考

人件費の内訳

78,608福祉関係補助 住民福祉・高齢者福祉に係る補助額
37,692農林水産業関係補助 農業・漁業事業に係る補助額
69,799定期航路等補助 定期航路事業、ヘリ運賃助成に係る補助額
12,077教育関係補助 教育に係る補助費用

239,155計
40,979その他補助・負担金 その他の補助や負担金に係る費用

補 助 区 分 予算額 備　　　　　考

補助費の内訳

12,149
57,765

旅費

29,550
需用費

消耗品費、給食食材費、備蓄購入費等に係る費用　※交際費含む

内訳 1,799
消耗品費等

車両修繕・車検に係る費用
26,416

修繕費（車両）
電気・水道・ガスや燃料購入に係る費用

24,675
光熱水費・燃料費

通信運搬費・手数料に係る費用
331,965

役務費

51,197
委託料

システム改修・導入に係る費用
内訳 28,626

システム改修・導入
システム保守に係る費用

252,142
システム保守

事業・業務委託に係る費用
8,133

事業・業務委託
備品購入に係る費用

74,389
備品購入費

24,538
使用料および賃借料

システム等リース料に係る費用
内訳 42,241

システム等リース料
システム等使用料に係る費用

509,076

システム等使用料
7,610 コピー機、浄化槽、土地等使用料に係る費用その他

計

費　　目 予算額 備　　　　　考

物件費の内訳

7,975国民健康保険事業特別会計（事業勘定）

特別会計の歳入不足を補う為に一般会計から繰出額

9,491国民健康保険事業特別会計（直診勘定）
57,116簡易水道事業特別会計
50,695合併処理浄化槽事業特別会計

3,574後期高齢者医療事業特別会計
149,826計

20,975介護保険事業特別会計（事業勘定）

区　　　分 予算額 備　　　　　考

繰出金の内訳

01

令和４年度当初予算では定数で予算計上。令和５年度
については定数 -1 名で予算計上。
会計年度任用職員２名減（地域おこし協力隊任期満了
による）

消耗品費は約 1 割削減。燃料費および水光熱費は燃料
高騰の影響により約３割増。委託料にて庁内セキュリ
ティ強靭化委託の減や製油センター更新事業に係る委
託が無い為、大幅に減。今年度の主要委託事業は、利
島村サステナブル事業支援委託、庁内インターネット
環境改善委託、スマート農業実証準備委託、無電柱化
事業委託、教育委員会・学校実践研究委託、教育に係
る先端技術導入委託がある。

（千円） （千円）

（千円）

（千円）

（千円）

性 質 名 称 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算 前年度比較 備　　　　　　　　考

295,820

149,772

287,155

145,396

-8,665

-4,376

人 件 費

50,817 95,780 44,963維 持 補 修 費

606 606 0積 立 金
159,444 149,963 -9,481繰 出 金

13,000 10,000 -3,000予 備 費
1,598,026 2,001,865 403,839合 　 　 計

13,513 13,178 -335扶 助 費

524,847 509,076 -15,771物 件 費

内訳

内訳

職員給

11,868 11,938 70扶助費

1,645 1,240 -405職員に係る児童手当

240,971 239,155 -1,816補 助 費 等

内訳

146 124 -22国に対するもの

394 6 -388都道府県に対するもの

7,380 7,281 -99一部事務組合に対するもの

233,051 231,744 -1,307その他に対するもの

241,008 639,283 398,275普 通 建 設 事 業

内訳

内訳

139,557 3,000 -136,557補助事業費

10,500 3,000 -7,500その団体で行うもの

129,057 0 -129,057補助
内訳

58,000 57,669 -331公 債 費

58,000 57,669 -331元利償還金

57,000 56,925 -75元金

1,000 744 -256利子
内訳

内訳

101,451 636,283 534,832単独事業費

101,451 619,985 518,534単独

0 0 0用地取得

0 16,298 16,298補助金

32,744 31,789 -955地方公務員共済組合等負担金

16,238 15,119 -1,119退職金

3,283 2,939 -344災害補償費

10,328 10,483 155その他

一般会計性質別比較

親水レクリエーション施設補修工事、村営住宅修繕工事の増額

簡水、合併会計にて基金取崩しを行う為減

大きく変動なし

社会福祉協議会事業拡大の為、補助額増

・焼却施設更新事業
・製油センター更新事業（用地購入）
・漁業振興施設整備事業
・学校施設改修工事
・車両購入（電気自動車１台、ゴミ回収用軽ダンプ１台）
・運搬用コンテナ購入
・郷土資料館改修工事
・勤労福祉会館改修工事
・ヘリポート施設改修工事

令和４年度は臨時財政対策債以外の起債が無い為減

-

-
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旅費・研修旅費に係る費用

10,083議員報酬等 議員報酬等
71,346委員等報酬 会計年度任用職員（パートタイム）、委員報酬

145,396職員報酬 特別職、役場職員、再任用職員の給料
60,330

287,155
その他 退職金、地方共済組合等負担金等

費　　目 予算額

計

備　　　　　考

人件費の内訳

78,608福祉関係補助 住民福祉・高齢者福祉に係る補助額
37,692農林水産業関係補助 農業・漁業事業に係る補助額
69,799定期航路等補助 定期航路事業、ヘリ運賃助成に係る補助額
12,077教育関係補助 教育に係る補助費用

239,155計
40,979その他補助・負担金 その他の補助や負担金に係る費用

補 助 区 分 予算額 備　　　　　考

補助費の内訳

12,149
57,765

旅費

29,550
需用費

消耗品費、給食食材費、備蓄購入費等に係る費用　※交際費含む

内訳 1,799
消耗品費等

車両修繕・車検に係る費用
26,416

修繕費（車両）
電気・水道・ガスや燃料購入に係る費用

24,675
光熱水費・燃料費

通信運搬費・手数料に係る費用
331,965

役務費

51,197
委託料

システム改修・導入に係る費用
内訳 28,626

システム改修・導入
システム保守に係る費用

252,142
システム保守

事業・業務委託に係る費用
8,133

事業・業務委託
備品購入に係る費用

74,389
備品購入費

24,538
使用料および賃借料

システム等リース料に係る費用
内訳 42,241

システム等リース料
システム等使用料に係る費用

509,076

システム等使用料
7,610 コピー機、浄化槽、土地等使用料に係る費用その他

計

費　　目 予算額 備　　　　　考

物件費の内訳

7,975国民健康保険事業特別会計（事業勘定）

特別会計の歳入不足を補う為に一般会計から繰出額

9,491国民健康保険事業特別会計（直診勘定）
57,116簡易水道事業特別会計
50,695合併処理浄化槽事業特別会計

3,574後期高齢者医療事業特別会計
149,826計

20,975介護保険事業特別会計（事業勘定）

区　　　分 予算額 備　　　　　考

繰出金の内訳

01

令和４年度当初予算では定数で予算計上。令和５年度
については定数 -1 名で予算計上。
会計年度任用職員２名減（地域おこし協力隊任期満了
による）

消耗品費は約 1 割削減。燃料費および水光熱費は燃料
高騰の影響により約３割増。委託料にて庁内セキュリ
ティ強靭化委託の減や製油センター更新事業に係る委
託が無い為、大幅に減。今年度の主要委託事業は、利
島村サステナブル事業支援委託、庁内インターネット
環境改善委託、スマート農業実証準備委託、無電柱化
事業委託、教育委員会・学校実践研究委託、教育に係
る先端技術導入委託がある。

（千円） （千円）

（千円）

（千円）

（千円）

性 質 名 称 令和５年度
当初予算

令和４年度
当初予算 前年度比較 備　　　　　　　　考

295,820

149,772

287,155

145,396

-8,665

-4,376

人 件 費

50,817 95,780 44,963維 持 補 修 費

606 606 0積 立 金
159,444 149,963 -9,481繰 出 金

13,000 10,000 -3,000予 備 費
1,598,026 2,001,865 403,839合 　 　 計

13,513 13,178 -335扶 助 費

524,847 509,076 -15,771物 件 費

内訳

内訳

職員給

11,868 11,938 70扶助費

1,645 1,240 -405職員に係る児童手当

240,971 239,155 -1,816補 助 費 等

内訳

146 124 -22国に対するもの

394 6 -388都道府県に対するもの

7,380 7,281 -99一部事務組合に対するもの

233,051 231,744 -1,307その他に対するもの

241,008 639,283 398,275普 通 建 設 事 業

内訳

内訳

139,557 3,000 -136,557補助事業費

10,500 3,000 -7,500その団体で行うもの

129,057 0 -129,057補助
内訳

58,000 57,669 -331公 債 費

58,000 57,669 -331元利償還金

57,000 56,925 -75元金

1,000 744 -256利子
内訳

内訳

101,451 636,283 534,832単独事業費

101,451 619,985 518,534単独

0 0 0用地取得

0 16,298 16,298補助金

32,744 31,789 -955地方公務員共済組合等負担金

16,238 15,119 -1,119退職金

3,283 2,939 -344災害補償費

10,328 10,483 155その他

一般会計性質別比較

親水レクリエーション施設補修工事、村営住宅修繕工事の増額

簡水、合併会計にて基金取崩しを行う為減

大きく変動なし

社会福祉協議会事業拡大の為、補助額増

・焼却施設更新事業
・製油センター更新事業（用地購入）
・漁業振興施設整備事業
・学校施設改修工事
・車両購入（電気自動車１台、ゴミ回収用軽ダンプ１台）
・運搬用コンテナ購入
・郷土資料館改修工事
・勤労福祉会館改修工事
・ヘリポート施設改修工事

令和４年度は臨時財政対策債以外の起債が無い為減

-

-
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令和５年度  利島村歳出割合 目 的 別 令和５年度  利島村歳出割合 性 質 別

国民健康保険事業
特別会計（事業勘定）
国民健康保険事業

特別会計（事業勘定）
5.3%5.3%

介護保険事業
特別会計（事業勘定）

介護保険事業
特別会計（事業勘定）

14.0%14.0%

国民健康保険事業
特別会計（直診勘定）
国民健康保険事業

特別会計（直診勘定）
6.3%6.3%

合併処理浄化槽事業
特別会計

合併処理浄化槽事業
特別会計
33.8%33.8%

簡易水道事業
特別会計

簡易水道事業
特別会計
38.1%38.1%

後期高齢者医療
事業特別会計

後期高齢者医療
事業特別会計
2.5%2.5%

旅費旅費

使用料および
賃貸料

使用料および
賃貸料
14.7%14.7%

2.4%2.4%

備品購入費備品購入費
1.6%1.6%

委託料委託料
65.2%65.2%

需要費需要費
11.3%11.3%

役務費役務費
4.8%4.8%

議員報酬等議員報酬等
3.5%3.5%

その他その他
21.1%21.1%

職員報酬職員報酬
50.6%50.6%

委員等報酬委員等報酬
24.8%24.8%

福祉関係補助福祉関係補助教育関係補助教育関係補助
5.0%5.0%

32.9%32.9%

農林水産業
関係補助

農林水産業
関係補助
15.8%15.8%

その他・
負担金等
その他・
負担金等
17.1%17.1%

定期航路等補助定期航路等補助
29.2%29.2%

議会費議会費0.9%0.9%
予備費予備費0.4%0.4%

衛生費衛生費
41.3%41.3%

消防費消防費 0.7%0.7%

総務費
17.9%17.9%

民生費民生費
10.2%10.2%

労働費労働費 1.3%1.3%

農林水産費農林水産費 6.0%6.0%
商工費商工費 6.8%6.8%

教育費教育費
6.5%6.5%

公債費公債費
2.9%2.9%

土木費土木費 5.1%5.1%

維持補修費維持補修費
4.8%4.8%

扶助費扶助費 0.7%0.7%

人件費人件費
14.3%14.3%

物件費物件費
25.4%25.4%

補助費等補助費等
11.9%11.9%

繰出金繰出金
7.5%7.5%

予備費予備費 0.6%0.6%

公債費公債費 2.9%2.9%

普通建設事業普通建設事業
31.9%31.9%

人件費の内訳01 02 物件費の内訳

03 補助費の内訳

簡易水道事業および合併処理浄化槽事業特別会計の減は、
起債償還のため各会計の基金を取崩している為。

消耗品費は前年度より１割減で計上。システム改修・導入
は市長会補助30,000千円を活用し業務効率向上を図る
為に増額。事業・業務委託の大幅減は焼却場基本設計委託、
製油センター設計委託が無くなった為、使用料および賃借
料の大幅減は令和4年度は住宅をリース方式で建設する
方針を改めた為による。

委員等報酬は、地域おこし協力隊の任期満了に伴い会計年
度任用職員は２名減、職員報酬は職員定数34名のところ
33名で計上。

主要事業03

利島村 100 周年事業
総 務 課 1,000万円

● 事業概要
　令和5年10月1日に100周年を迎えるにあたり、周年記念イベントの企画を委託しイベントを行う。

一般財源 1,000万円

一般財源

1,000万円

複合型サテライトオフィス建設支援・設計委託
総 務 課 2,063万円

● 事業概要
　利島村サステナブル事業の中の複合型サテライトオフィス整備について事業構想および都申請支援業務
を委託する。

庁内業務効率・業務環境改善事業
総 務 課 381万円

● 事業概要
　業務効率化の為、電子契約システムの導入を行う。
　また、業務負担軽減を目的に島しょ事務共同化事業に参画し今年度より児童手当業務の一部を委託する。

一般財源 2,063万円

その他特定財源

381万円

その他特定財源 381万円

一般財源

2,063万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。
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令和５年度  利島村歳出割合 目 的 別 令和５年度  利島村歳出割合 性 質 別

国民健康保険事業
特別会計（事業勘定）
国民健康保険事業

特別会計（事業勘定）
5.3%5.3%

介護保険事業
特別会計（事業勘定）

介護保険事業
特別会計（事業勘定）

14.0%14.0%

国民健康保険事業
特別会計（直診勘定）
国民健康保険事業

特別会計（直診勘定）
6.3%6.3%

合併処理浄化槽事業
特別会計

合併処理浄化槽事業
特別会計
33.8%33.8%

簡易水道事業
特別会計

簡易水道事業
特別会計
38.1%38.1%

後期高齢者医療
事業特別会計

後期高齢者医療
事業特別会計
2.5%2.5%

旅費旅費

使用料および
賃貸料

使用料および
賃貸料
14.7%14.7%

2.4%2.4%

備品購入費備品購入費
1.6%1.6%

委託料委託料
65.2%65.2%

需要費需要費
11.3%11.3%

役務費役務費
4.8%4.8%

議員報酬等議員報酬等
3.5%3.5%

その他その他
21.1%21.1%

職員報酬職員報酬
50.6%50.6%

委員等報酬委員等報酬
24.8%24.8%

福祉関係補助福祉関係補助教育関係補助教育関係補助
5.0%5.0%

32.9%32.9%

農林水産業
関係補助

農林水産業
関係補助
15.8%15.8%

その他・
負担金等
その他・
負担金等
17.1%17.1%

定期航路等補助定期航路等補助
29.2%29.2%

議会費議会費0.9%0.9%
予備費予備費0.4%0.4%

衛生費衛生費
41.3%41.3%

消防費消防費 0.7%0.7%

総務費
17.9%17.9%

民生費民生費
10.2%10.2%

労働費労働費 1.3%1.3%

農林水産費農林水産費 6.0%6.0%
商工費商工費 6.8%6.8%

教育費教育費
6.5%6.5%

公債費公債費
2.9%2.9%

土木費土木費 5.1%5.1%

維持補修費維持補修費
4.8%4.8%

扶助費扶助費 0.7%0.7%

人件費人件費
14.3%14.3%

物件費物件費
25.4%25.4%

補助費等補助費等
11.9%11.9%

繰出金繰出金
7.5%7.5%

予備費予備費 0.6%0.6%

公債費公債費 2.9%2.9%

普通建設事業普通建設事業
31.9%31.9%

人件費の内訳01 02 物件費の内訳

03 補助費の内訳

簡易水道事業および合併処理浄化槽事業特別会計の減は、
起債償還のため各会計の基金を取崩している為。

消耗品費は前年度より１割減で計上。システム改修・導入
は市長会補助30,000千円を活用し業務効率向上を図る
為に増額。事業・業務委託の大幅減は焼却場基本設計委託、
製油センター設計委託が無くなった為、使用料および賃借
料の大幅減は令和4年度は住宅をリース方式で建設する
方針を改めた為による。

委員等報酬は、地域おこし協力隊の任期満了に伴い会計年
度任用職員は２名減、職員報酬は職員定数34名のところ
33名で計上。

主要事業03

利島村 100 周年事業
総 務 課 1,000万円

● 事業概要
　令和5年10月1日に100周年を迎えるにあたり、周年記念イベントの企画を委託しイベントを行う。

一般財源 1,000万円

一般財源

1,000万円

複合型サテライトオフィス建設支援・設計委託
総 務 課 2,063万円

● 事業概要
　利島村サステナブル事業の中の複合型サテライトオフィス整備について事業構想および都申請支援業務
を委託する。

庁内業務効率・業務環境改善事業
総 務 課 381万円

● 事業概要
　業務効率化の為、電子契約システムの導入を行う。
　また、業務負担軽減を目的に島しょ事務共同化事業に参画し今年度より児童手当業務の一部を委託する。

一般財源 2,063万円

その他特定財源

381万円

その他特定財源 381万円

一般財源

2,063万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。
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社会福祉協議会運営費補助
住 民 課 7,144万円

● 事業概要
　高齢者や障害者などの在宅生活を支援するため、ホームヘルプ（訪問）
サービスや配食サービスをはじめ、通所介護サービス（デイホームさくゆ
り）、居宅介護支援事業所（ケアプランセンター小春）、地域包括支援セン
ターの運営を行っている社会福祉協議会への運営について補助を行う。令
和5年度より子育て支援事業として、子ども家庭支援センター事業を実施
し、子ども・子育てに関する総合相談の窓口を開設するとともに、学童ク
ラブ運営を村から移管して実施し、これまで法人運営の中で行っていた受
験生チャレンジ窓口事業の拠点区分を変更する。

高齢者補聴器購入費補助金
住 民 課 50万円

● 事業概要
　認知症の大きな危険要因となっている加齢性難聴の早期の改善を図る
ため、補聴器の助成を行う。令和4年度中に社協において医師及び言語聴
覚士、遠隔にて調整可能な補聴器メーカーを招へいし、診察や聴力検査等
を行ったのち、6か月間の試聴を行ってもらい以降に購入する補聴器の助
成を進めて行く。一人当たりの助成額を20,000円から50,000円に増
額する。また、導入支援として「Dr.リトープロジェクト」実施予定。

地域交流会館空調機（ホール）入替工事
住 民 課 80万円

● 事業概要
　建設（2007年）時から15年経過し、
空調設備の老朽化（故障）し、修理部品等
が廃盤となっており修理できないため、
空調機の入替を行う。

一般財源 80万円

一般財源

80万円

移住定住サポート事業
総 務 課 200万円

● 事業概要
　利島村に移住された方で、５年以上利島村に継続して居住する意思がある方を対象に定住サポート支援金
を交付する。

補助額（都） 150万円

一般財源 50万円

一般財源 5,067万円

補助額（都）2,077万円

補助額（都） 25万円

一般財源 25万円

一般財源

50万円
補助額（都）

150万円

補助額（都）

2,077万円

一般財源

5,067万円

一般財源

500万円

その他特定財源

1,000万円

庁内インターネット環境改善事業
総 務 課 1,500万円

● 事業概要
　現在庁舎内のインターネット環境に係るランニングコストが高額となっており、独自のインターネット環
境を構築する事でランニングコストの削減を図る。

一般財源 500万円

その他特定財源 1,000万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源

13万円

補助額（都）

13万円



主
要
事
業  

／  

住
民
課

03

主
要
事
業  

／  

総
務
課

03

0807

社会福祉協議会運営費補助
住 民 課 7,144万円

● 事業概要
　高齢者や障害者などの在宅生活を支援するため、ホームヘルプ（訪問）
サービスや配食サービスをはじめ、通所介護サービス（デイホームさくゆ
り）、居宅介護支援事業所（ケアプランセンター小春）、地域包括支援セン
ターの運営を行っている社会福祉協議会への運営について補助を行う。令
和5年度より子育て支援事業として、子ども家庭支援センター事業を実施
し、子ども・子育てに関する総合相談の窓口を開設するとともに、学童ク
ラブ運営を村から移管して実施し、これまで法人運営の中で行っていた受
験生チャレンジ窓口事業の拠点区分を変更する。

高齢者補聴器購入費補助金
住 民 課 50万円

● 事業概要
　認知症の大きな危険要因となっている加齢性難聴の早期の改善を図る
ため、補聴器の助成を行う。令和4年度中に社協において医師及び言語聴
覚士、遠隔にて調整可能な補聴器メーカーを招へいし、診察や聴力検査等
を行ったのち、6か月間の試聴を行ってもらい以降に購入する補聴器の助
成を進めて行く。一人当たりの助成額を20,000円から50,000円に増
額する。また、導入支援として「Dr.リトープロジェクト」実施予定。

地域交流会館空調機（ホール）入替工事
住 民 課 80万円

● 事業概要
　建設（2007年）時から15年経過し、
空調設備の老朽化（故障）し、修理部品等
が廃盤となっており修理できないため、
空調機の入替を行う。

一般財源 80万円

一般財源

80万円

移住定住サポート事業
総 務 課 200万円

● 事業概要
　利島村に移住された方で、５年以上利島村に継続して居住する意思がある方を対象に定住サポート支援金
を交付する。

補助額（都） 150万円

一般財源 50万円

一般財源 5,067万円

補助額（都）2,077万円

補助額（都） 25万円

一般財源 25万円

一般財源

50万円
補助額（都）

150万円

補助額（都）

2,077万円

一般財源

5,067万円

一般財源

500万円

その他特定財源

1,000万円

庁内インターネット環境改善事業
総 務 課 1,500万円

● 事業概要
　現在庁舎内のインターネット環境に係るランニングコストが高額となっており、独自のインターネット環
境を構築する事でランニングコストの削減を図る。

一般財源 500万円

その他特定財源 1,000万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源

13万円

補助額（都）

13万円
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蓄電設備

再生可能エネルギー利用事業
環境建設課 261万円

● 事業概要
　離島振興計画、令和２年度に策定したゼロカーボン計画、令和３年度に策定した地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）（区域施策編）に基づき、再生可能エネルギー活用設備の整備・維持管理事業を行う。
　令和５年度においては、庁舎の蓄電設備の維持管理及び超小型モビリティのリース料支出を行う。

　管理栄養士による、栄養食事指導を住民に提供し疾病の予防・コントロール・健康意識の向上に努める。
【業務内容】年2回の来島（1泊2日）
・健診結果相談会で対象者の健康状態に応じた、栄養食事指導
・生活習慣病予防や高齢者の低栄養・認知症予防を目的とした集団教育
・集団施設への指導・助言

定住空き家活用事業
環境建設課 200万円

● 事業概要
　空き家バンク事業：補助率1/2 上限200万円　空家の改修又は購入に関する補助（１件分）

一般財源 200万円

一般財源 261万円

一般財源

200万円

栄養指導管理事業
住 民 課 25万円

● 事業概要

一般財源 13万円

補助額（都） 13万円

一般財源

13万円

補助額（都）

13万円

一般財源

261万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源

326万円

通院交通費支援補助金
住 民 課 326万円

● 事業概要
　島外医療機関へ受診する必要があり、そのために宿泊を伴う移動をしなければならない住民を対象に通
院等に要する交通費及び宿泊費の一部を補助し、村民の経済的負担を軽減する。
＜令和5年度より一部支援拡充を行います＞
・65歳以上の住民税非課税者の補助額を10,000 ～ 15,000円に増額します。
・受診の際にホテルなどに宿泊し、申請書提出時に領収証を提出すれば補助額を3,000円増額します。
・小中学生の患者の付き添いの保護者に5,000 ～ 10,000円支給します。
※患者本人が公務員の方への補助は行いません。

一般財源 326万円
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1009

蓄電設備

再生可能エネルギー利用事業
環境建設課 261万円

● 事業概要
　離島振興計画、令和２年度に策定したゼロカーボン計画、令和３年度に策定した地球温暖化対策実行計画

（事務事業編）（区域施策編）に基づき、再生可能エネルギー活用設備の整備・維持管理事業を行う。
　令和５年度においては、庁舎の蓄電設備の維持管理及び超小型モビリティのリース料支出を行う。

　管理栄養士による、栄養食事指導を住民に提供し疾病の予防・コントロール・健康意識の向上に努める。
【業務内容】年2回の来島（1泊2日）
・健診結果相談会で対象者の健康状態に応じた、栄養食事指導
・生活習慣病予防や高齢者の低栄養・認知症予防を目的とした集団教育
・集団施設への指導・助言

定住空き家活用事業
環境建設課 200万円

● 事業概要
　空き家バンク事業：補助率1/2 上限200万円　空家の改修又は購入に関する補助（１件分）

一般財源 200万円

一般財源 261万円

一般財源

200万円

栄養指導管理事業
住 民 課 25万円

● 事業概要

一般財源 13万円

補助額（都） 13万円

一般財源

13万円

補助額（都）

13万円

一般財源

261万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源

326万円

通院交通費支援補助金
住 民 課 326万円

● 事業概要
　島外医療機関へ受診する必要があり、そのために宿泊を伴う移動をしなければならない住民を対象に通
院等に要する交通費及び宿泊費の一部を補助し、村民の経済的負担を軽減する。
＜令和5年度より一部支援拡充を行います＞
・65歳以上の住民税非課税者の補助額を10,000 ～ 15,000円に増額します。
・受診の際にホテルなどに宿泊し、申請書提出時に領収証を提出すれば補助額を3,000円増額します。
・小中学生の患者の付き添いの保護者に5,000 ～ 10,000円支給します。
※患者本人が公務員の方への補助は行いません。

一般財源 326万円
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一般財源 91万円

一般財源

91万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源 1,518万円

その他特定財源 １万円

その他特定財源

1万円

一般財源

1,518万円

一般財源 8,765万円

補助額（都）7,500万円

起債 ４億5,000万円

補助額（都）

7,500万円

一般財源

8,765万円

起債

４億 5,000万円

ねこを世話する地域の皆様や、団体と協力し
て、飼い主のいないねこを「地域猫」として管理
すること、ねこの譲渡会にねこを里親に引き渡
すことにより、飼い主のいないねこからの影響
を小さくしていく。
　令和４年度より麻布大学獣医学部と協力し
ており、協定を締結、令和５年度より飼い主の
いないねこの譲渡会、去勢・避妊事業を大幅に
拡大し進める。

ねこ去勢・避妊事業
環境建設課

● 事業概要

91万円

一般財源 9万円 一般財源 1,388万円

一般財源

9万円

一般財源

1,388万円

補助額（都）

2,400万円

雨水貯留槽設置費補助（本体購入費及び設置
費、又は材料費の1/2以内、上限3万円）行う。
雨水貯留槽設置費補助：３台

環境衛生費補助事業
環境建設課

● 事業概要

9万円

金属・家電・小型家電・容器包装リサイクル・
電池・蛍光管等の再資源化事業を執り行う。
　令和５年度より、プラスチックに係る資源循
環の促進等に関する法律による、容器包装リサ
イクル協会ルートでの再資源化の受け入れが
行われるため、同ルートにおいて再資源化を実
施する。

ごみ処理事業
環境建設課

● 事業概要

1,519万円

清掃センターの焼却施設が老朽化しており、
更新の必要性があるが、村内に１炉しかないた
め、休止しての更新が不可能。新たに施設を新
設する必要がある。
　令和５年度　整備工事

ごみ処理施設整備事業
環境建設課

● 事業概要

6億1,265万円

村道の維持管理を行う。また、集落美化の日
に基づき、村内一斉清掃を年２回、６月・１０
月に実施し、村内の美化を行い、災害などでの
倒木などの被害を抑えることも、目的の一つと
なる。
未登記の朱通の登記なども行う。
令和５年度：村道の維持管理

道路維持事業
環境建設課

● 事業概要

1,388万円

一般財源 1,907万円

その他特定財源 184万円

その他特定財源184万円

一般財源

1,907万円

補助額（都）

2,400万円

公営・村営住宅を維持管理するため、修繕等
を行う。令和５年度については、久保里山住宅
のボルト締め及びペンキ塗りを行う。

住宅管理事業
環境建設課

● 事業概要

2,091万円

2030年度までに村内の都道と村道の全域
で無電柱化を目指す。令和５年度は予備設計お
よび詳細設計を行う。

無電柱化事業
環境建設課

● 事業概要

2,400万円

一般財源 2,279万円

補助額（都）5,861万円

補助額（都）

5,861万円

一般財源

2,279万円

前年度に実施した井戸更新工事において当
初の設計位置であった場所を掘削したところ、
掘削深７ｍのところに沈砂池排水管が存在し
ていた。さらに掘削機で排水管の上部一部を破
損する事態となり損傷診断を実施した。その結
果、土圧及び老朽化で排水管が楕円化しており
このままでは危険と判断した為、排水管更新を
することとした。

沈砂池排水管更新工事（簡水特別会計）

環境建設課

● 事業概要

8,140万円
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一般財源 91万円

一般財源

91万円

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源 1,518万円

その他特定財源 １万円

その他特定財源

1万円

一般財源

1,518万円

一般財源 8,765万円

補助額（都）7,500万円

起債 ４億5,000万円

補助額（都）

7,500万円

一般財源

8,765万円

起債

４億 5,000万円

ねこを世話する地域の皆様や、団体と協力し
て、飼い主のいないねこを「地域猫」として管理
すること、ねこの譲渡会にねこを里親に引き渡
すことにより、飼い主のいないねこからの影響
を小さくしていく。
　令和４年度より麻布大学獣医学部と協力し
ており、協定を締結、令和５年度より飼い主の
いないねこの譲渡会、去勢・避妊事業を大幅に
拡大し進める。

ねこ去勢・避妊事業
環境建設課

● 事業概要

91万円

一般財源 9万円 一般財源 1,388万円

一般財源

9万円

一般財源

1,388万円

補助額（都）

2,400万円

雨水貯留槽設置費補助（本体購入費及び設置
費、又は材料費の1/2以内、上限3万円）行う。
雨水貯留槽設置費補助：３台

環境衛生費補助事業
環境建設課

● 事業概要

9万円

金属・家電・小型家電・容器包装リサイクル・
電池・蛍光管等の再資源化事業を執り行う。
　令和５年度より、プラスチックに係る資源循
環の促進等に関する法律による、容器包装リサ
イクル協会ルートでの再資源化の受け入れが
行われるため、同ルートにおいて再資源化を実
施する。

ごみ処理事業
環境建設課

● 事業概要

1,519万円

清掃センターの焼却施設が老朽化しており、
更新の必要性があるが、村内に１炉しかないた
め、休止しての更新が不可能。新たに施設を新
設する必要がある。
　令和５年度　整備工事

ごみ処理施設整備事業
環境建設課

● 事業概要

6億1,265万円

村道の維持管理を行う。また、集落美化の日
に基づき、村内一斉清掃を年２回、６月・１０
月に実施し、村内の美化を行い、災害などでの
倒木などの被害を抑えることも、目的の一つと
なる。
未登記の朱通の登記なども行う。
令和５年度：村道の維持管理

道路維持事業
環境建設課

● 事業概要

1,388万円

一般財源 1,907万円

その他特定財源 184万円

その他特定財源184万円

一般財源

1,907万円

補助額（都）

2,400万円

公営・村営住宅を維持管理するため、修繕等
を行う。令和５年度については、久保里山住宅
のボルト締め及びペンキ塗りを行う。

住宅管理事業
環境建設課

● 事業概要

2,091万円

2030年度までに村内の都道と村道の全域
で無電柱化を目指す。令和５年度は予備設計お
よび詳細設計を行う。

無電柱化事業
環境建設課

● 事業概要

2,400万円

一般財源 2,279万円

補助額（都）5,861万円

補助額（都）

5,861万円

一般財源

2,279万円

前年度に実施した井戸更新工事において当
初の設計位置であった場所を掘削したところ、
掘削深７ｍのところに沈砂池排水管が存在し
ていた。さらに掘削機で排水管の上部一部を破
損する事態となり損傷診断を実施した。その結
果、土圧及び老朽化で排水管が楕円化しており
このままでは危険と判断した為、排水管更新を
することとした。

沈砂池排水管更新工事（簡水特別会計）

環境建設課

● 事業概要

8,140万円
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1413 ※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源 1,306万円

一般財源

1,306万円

一般財源 1,522万円

一般財源

1,522万円

補助額（都） 800万円

補助額（都）

800万円

椿山へのアクセス負担軽減等を目的に、平成
5年度からモノラック路線が椿山に敷設され
たが、経年劣化などで運行に支障の機器等につ
いては点検及び交換整備をし、腐食したレール
については更新を図る。

● 事業概要

モノラック管理・点検整備及び
レール更新事業

産業観光課 1,306万円

エダシャク類防除対策
薬剤散布事業

産業観光課 1,364万円

一般財源

1,081万円

利島村の主要生産物である椿における生産
から選別技術を最先端技術を用いて確立し、最
終的に利島村における生産から流通までのサ
プライチェーンを確立させることで、収益最大
化を実現する

椿生産性向上実証等事業
産業観光課

● 事業概要

1,331万円

製油センター管理運営事業(1,043万円) JAが指
定管理を行っている製油センターの運営事業へ
の助成
農業振興事業(120万円) 草刈機などの椿生産者
の購入費用への助成
明日葉等農業振興事業(40万円) 明日葉・しどけ
など生産者負担の海上貨物運賃への助成
椿苗木生産事業(190万円) JAが実施している椿
苗木生産に関わる助成
農産物等海上貨物運賃補助事業(128万円) 島で
生産される特産品への海上貨物運賃への助成

農業振興補助事業
産業観光課

● 事業概要

1,522万円

● 事業概要

椿樹の葉の食害の原因となるトビモンオオ
エダシャク、ハスオビエダシャク、チャドクガ
の薬剤散布による防除を行うことで、椿実の生
産力の向上を図る。
※薬剤散布面積は最大140haを想定

● 事業概要

一般財源 401万円

補助額（都）1,229万円

補助額（都）

1,229万円

一般財源

401万円

補助額（都） 81万円

乾燥はばのりを製造するために整備した現
機器は約30年前に整備され、経年による故障
や古い機種による交換不可のため現在使用で
きない状態になっている。乾燥機は、乾燥ムラ
をはじめ、安定的な乾燥はばのりを生産をする
上で必要なものであり、漁業者の安定的経営を
図るため整備を行う。

島しょ漁業振興施設整備事業
産業観光課

● 事業概要

1,630万円

● 事業概要

一般財源 81万円

一般財源 2,216万円

一般財源

2,216万円

水産振興費補助金事業
産業観光課

● 事業概要

2,216万円

一般財源 1,081万円

補助額（国） 250万円 一般財源 682万円

補助額（都）682万円

補助額（国）

250万円

補助額（都）

682万円

一般財源

682万円

補助額（都）

81万円

一般財源

81万円

・

・

・

・

・

林産物生産振興事業(700万円) 病害木や老廃木、
台風による倒木となった椿樹を伐採するなどの
処理を行うことで、病害虫の発生を防止し、島内
の椿林を保護に繋がり、適正な椿林管理を行え
る。
生産力向上事業(100万円) 除伐や断幹を行い圃
場管理を進め、もぎって収穫できる椿林の整備
に取り組んでいく。

・

・

アントクメスポアバッグ事業
コンブ目のアントクメは、春から夏にかけて利
島周辺の浅瀬で見られる乾燥だったが、近年減
少しているため、島しょセンター大島事業の研
究成果をもとに、利島村が主体となってアント
クメ藻場造成に取り組んでいる。設置後には潜
水による生息状況調査も実施する。
サザエモニタリング調査事業
つくり育てる漁業の一つとして、毎年サザエ放
流種苗を行い、生育状況の継続的なモニタリン
グを実施する。

・

・

繁殖保護事業(1,372万円) 伊勢海老・サザエなど
放流事業等への助成
近代化資金利子補助(6万円) 漁業近代化資金等支
払い利息(漁船購入などの利息)への助成
漁類漁業振興事業(303万円) 水産物の販路拡大
や安定出荷対策等への助成
漁業振興事業助成(460万円) 漁業機器購入等へ
の助成
機械装置点検修繕等助成(75万円) 漁業施設の修
繕等への助成

・

・

・

・

・

林産物生産振興事業及び
生産力向上事業

産業観光課 800万円

アントクメスポアバッグ事業及び
サザエモニタリング調査委託事業

産業観光課 162万円
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1413 ※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源 1,306万円

一般財源

1,306万円

一般財源 1,522万円

一般財源

1,522万円

補助額（都） 800万円

補助額（都）

800万円

椿山へのアクセス負担軽減等を目的に、平成
5年度からモノラック路線が椿山に敷設され
たが、経年劣化などで運行に支障の機器等につ
いては点検及び交換整備をし、腐食したレール
については更新を図る。

● 事業概要

モノラック管理・点検整備及び
レール更新事業

産業観光課 1,306万円

エダシャク類防除対策
薬剤散布事業

産業観光課 1,364万円

一般財源

1,081万円

利島村の主要生産物である椿における生産
から選別技術を最先端技術を用いて確立し、最
終的に利島村における生産から流通までのサ
プライチェーンを確立させることで、収益最大
化を実現する

椿生産性向上実証等事業
産業観光課

● 事業概要

1,331万円

製油センター管理運営事業(1,043万円) JAが指
定管理を行っている製油センターの運営事業へ
の助成
農業振興事業(120万円) 草刈機などの椿生産者
の購入費用への助成
明日葉等農業振興事業(40万円) 明日葉・しどけ
など生産者負担の海上貨物運賃への助成
椿苗木生産事業(190万円) JAが実施している椿
苗木生産に関わる助成
農産物等海上貨物運賃補助事業(128万円) 島で
生産される特産品への海上貨物運賃への助成

農業振興補助事業
産業観光課

● 事業概要

1,522万円

● 事業概要

椿樹の葉の食害の原因となるトビモンオオ
エダシャク、ハスオビエダシャク、チャドクガ
の薬剤散布による防除を行うことで、椿実の生
産力の向上を図る。
※薬剤散布面積は最大140haを想定

● 事業概要

一般財源 401万円

補助額（都）1,229万円

補助額（都）

1,229万円

一般財源

401万円

補助額（都） 81万円

乾燥はばのりを製造するために整備した現
機器は約30年前に整備され、経年による故障
や古い機種による交換不可のため現在使用で
きない状態になっている。乾燥機は、乾燥ムラ
をはじめ、安定的な乾燥はばのりを生産をする
上で必要なものであり、漁業者の安定的経営を
図るため整備を行う。

島しょ漁業振興施設整備事業
産業観光課

● 事業概要

1,630万円

● 事業概要

一般財源 81万円

一般財源 2,216万円

一般財源

2,216万円

水産振興費補助金事業
産業観光課

● 事業概要

2,216万円

一般財源 1,081万円

補助額（国） 250万円 一般財源 682万円

補助額（都）682万円

補助額（国）

250万円

補助額（都）

682万円

一般財源

682万円

補助額（都）

81万円

一般財源

81万円

・

・

・

・

・

林産物生産振興事業(700万円) 病害木や老廃木、
台風による倒木となった椿樹を伐採するなどの
処理を行うことで、病害虫の発生を防止し、島内
の椿林を保護に繋がり、適正な椿林管理を行え
る。
生産力向上事業(100万円) 除伐や断幹を行い圃
場管理を進め、もぎって収穫できる椿林の整備
に取り組んでいく。

・

・

アントクメスポアバッグ事業
コンブ目のアントクメは、春から夏にかけて利
島周辺の浅瀬で見られる乾燥だったが、近年減
少しているため、島しょセンター大島事業の研
究成果をもとに、利島村が主体となってアント
クメ藻場造成に取り組んでいる。設置後には潜
水による生息状況調査も実施する。
サザエモニタリング調査事業
つくり育てる漁業の一つとして、毎年サザエ放
流種苗を行い、生育状況の継続的なモニタリン
グを実施する。

・

・

繁殖保護事業(1,372万円) 伊勢海老・サザエなど
放流事業等への助成
近代化資金利子補助(6万円) 漁業近代化資金等支
払い利息(漁船購入などの利息)への助成
漁類漁業振興事業(303万円) 水産物の販路拡大
や安定出荷対策等への助成
漁業振興事業助成(460万円) 漁業機器購入等へ
の助成
機械装置点検修繕等助成(75万円) 漁業施設の修
繕等への助成

・

・

・

・

・

林産物生産振興事業及び
生産力向上事業

産業観光課 800万円

アントクメスポアバッグ事業及び
サザエモニタリング調査委託事業

産業観光課 162万円
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中学生海外派遣事業
教育委員会 488万円

● 事業概要
　語学研修や異文化交流を目的とした、中学３年生を対象とした事業。檜
原村との合同開催により実施する。
　派遣先はオーストラリアとなる見込みで、
日数は9泊11日程度を予定している。

　親水レクリエーション施設の設備の経年劣化が進んでおり、安全に運営
するためにろ過設備入替や配管工事、塗装工事など必要な改修工事を順次
実施する。
・25mプールろ過設備入替工事 (1,688万円)

・25mプール配管工事 (764万円)

・25mプール塗装工事 (693万円)

学校施設改修事業
教育委員会 110万円

● 事業概要
・換気時の虫の侵入を防ぐため、網戸未設置の教室等に、網戸を設置する。
・理科室の児童・生徒用机の天板を耐薬品の表面材加工したものへ

張替えを行う。
・体育館倉庫の電灯をLED化する。

学校施設修繕事業
教育委員会 450万円

● 事業概要
・バルコニーの窓枠の鍵が腐食の修理を行う。
・小1教室のサッシに歪みが生じており、サッシの交換を行う。
・体育館への渡り廊下にある窓について、雨漏り防止、窓の落下防止を

図るため、サッシのコーキング及び窓枠のビス止め等を実施する。
・体育館の下窓について、故障している１か所の交換をする。

一般財源 450万円

一般財源

450万円

一般財源

110万円

親水レクリエーション施設補修事業
産業観光課 3,145万円

● 事業概要

一般財源 488万円一般財源 3,145万円

一般財源 110万円

一般財源

3,145万円

一般財源

488万円

観光振興事業
産業観光課 264万円

● 事業概要
　観光用のパンフレット作成委託を行う。

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

補助額（都）

132万円

一般財源

132万円一般財源 132万円

補助額（都） 132万円

ヘリコミューター運賃助成事業
産業観光課 130万円

● 事業概要
　東邦航空株式会社が運航する伊豆諸島地域ヘリコミューター運航事業の定期便の運行に伴う利島発着便
旅客運賃の一部を助成することにより、住民福祉の向上を図ることを目的とする。

130万円

一般財源

一般財源 130万円
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中学生海外派遣事業
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放課後子供教室事業
教育委員会 249万円

● 事業概要

　 教育委員会・学校相互の活性化を図る観点から
① 離島教育の良さや利島の教育の特徴の見える化
② 教育委員会・学校の協働による教員研修の高度化を実施する。

　放課後に、子どもたちに更なる学びの場を提供する。また、子どもたちが各種検定（英検・漢検・数検）を
受検する際の検定料も補助することで、学習意欲の向上を支援する。

教育コーディネーター派遣委託事業
教育委員会 558万円

● 事業概要

補助額（国） 558万円

補助額（国）

558万円

補助額（国）1,500万円

補助額（国）

1,500万円

教育委員会・学校実践研究委託事業
教育委員会 1,500万円

● 事業概要

「離島ならでは」の先端技術を導入・実証する過程を通して、利島における
学校の役割を検討する。以下の取組を実施予定
・遠隔・オンライン教育を促進するための

先端技術機器導入

補助額（国） 674万円

補助額（国）

674万円

学校先端技術導入委託事業
教育委員会 674万円

● 事業概要

　小規模自治体において教育改善サイクルを
構築する観点から、教育委員会と学校が密に連
携できる持続可能な仕組みづくりを担う「教育
コーディネーター」の派遣受入を実施する。

※ 金額を四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致しない場合があります。

一般財源 120万円

補助額（都） 129万円

補助額（都）

120万円

一般財源

129万円

郷土資料館改修事業
教育委員会 113万円

● 事業概要
郷土資料館の展示台について既存の物を改修し、見やすい展示台の制作を行う。

補助額（都） 56万円

一般財源 57万円

補助額（都）

56万円

一般財源

57万円

英検

漢検

数検
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※令和 5 年 4 月 1 日 見込

合　　　　計

起 債 名 残金（千円）※ 備　　　　　考

起債状況 起債とは村の借金の状況になります。06

基金とは村の貯金にあたるものです。

一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金

定額運用基金

基　　金　　名 備　　　　　考

特別会計基金

3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

基　　金　　名 備　　　　　考3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

一般会計財政調整基金・減災基金・特定目基金総額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

基　　金　　名 備　　　　　考3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

総　　　額

基　　金　　名 備　　　　　考

※ 令和４年度決算前の見込額になります。

3 月補正時点
取崩し額４月１日時点

令和４年度
基金額（千円）※

3 月補正時点
積立額

令和５年当初予算
取崩し額 残見込

財政
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令和５年度予算書版

ひと目で分かる

利島村の

TOSHIMAMURA

老朽化した庁舎建設の為の基金
森林環境整備を行う為の基金
住宅を建設する為の基金
婚活の為の基金

予算の歳入不足を補う為の基金
村の借金返済の為の基金
特定の目的に使用する為の基金

財政調整基金 263,474 621,608
減債基金 30,327 118,900

293,801 1,073,011

特定目的基金 0 332,503
庁舎建設基金
森林環境譲与税基金
住宅建設基金
利島村出会いと交流応援基金

内
　
　
訳

0
0
0
0

293,244
2,152

35,107
2,000

914,244 59,178 30,016

149,222 0 5

1,375,206 59,178 50,784

311,740 0 20,763

273,225

1,408

35,107

2,000

0

0

0

0

20,019

744

0

0

定額運用基金
土地開発基金
奨学資金貸付基金
災害復旧資金貸付基金
公共的経済団体経営安定化資金貸付基金

内
　
　
訳

0
0
0
0
0

100,623
36,097
32,517
20,261
11,748

定額運用を行っている基金
土地を購入する為の基金
奨学金貸付の為の基金
災害復旧資金貸付の為の基金
事業者経営支援の為の基金

特別会計基金
国民健康保険給付費等財政調整基金
国民健康保険診療所財政調整基金
簡易水道減債等基金
合併浄化槽事業減債等基金
介護保険給付費準備基金

内
　
　
訳

53,860
208

9,558
37,716

4,928
1,450

193,834
85,552
92,321

11
1

15,949

347,661 1,367,468

特別会計基金
国民健康保険料不足を補う為の基金
診療所運営に必要な予算不足を補う為の基金
簡易水道事業の借金返済等の為の基金
合併浄化槽事業の借金返済等の為の基金
介護保険料不足を補う為の基金

村の基金総額（貯金総額）

一般会計

90,882
80,035
62,014

182,066
486

15,578

特別会計
125,603

42,872
599,536

し尿処理施設、焼却施設等を建設する際に起債
防災施設を整備する為の起債
通信設備や水道施設等を建設する際に起債
村の歳入不足を補う為に起債
新型コロナウイルス感染症による村税等の減収を補填する為の起債
村営住宅等を建設する際に起債
簡易水道施設建設・更新等を行う際に起債
下水道事業に係る施設建設等を行う際に起債

一般廃棄物処理事業債
緊急防災・減災事業債
辺地対策事業債
臨時財政対策債
減収補填債
都道府県貸付金
簡易水道事業債
下水道事業債

100,486

36,084

32,517

20,252

11,633

0

0

0

0

0

137

13

0

9

115

235,792

82,064

93,687

37,715

4,928

17,398

0

0

0

0

0

0

11,902

3,696

8,192

12

1

1

1,711,484 59,178 62,823




